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わが国の社会保障法の外国人に対する適用関係は、一九八一年のわが国の難民の地位に関する条約への加入によっ
て、いままで外国人に門戸を閉ざしていた国民年金法、児童扶養手当法、児童手当法などの制度が一挙に適用される
六五四三二
九○年口頭指示について
先
進
諸
外
国
の
立
法
例
判
決
の
検
討
ま
と
め
事案の概要と争点
外国人への生活保護法不適用の経緯
外国人の生存権・社会保障権の権利主体性について
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1３
こ
と
に
な
り
ｌ
国
民
健
康
保
険
法
の
適
用
は
八
六
年
ま
で
遅
れ
る
こ
と
に
な
る
が
－
、
い
わ
ゆ
る
社
会
保
障
法
の
国
際
化
を
大
い
に
前
進
せ
し
め
た
。
社
会
保
障
法
へ
の
難
民
条
約
の
直
接
の
要
求
は
そ
の
難
民
へ
の
適
用
で
あ
っ
た
が
、
難
民
を
対
象
と
す
る
以
上
、
他
の
外
国
（１）
人
を
差
別
す
る
い
わ
れ
は
な
い
こ
と
か
壷
ｂ
、
社
会
保
障
法
の
適
用
対
象
を
広
く
一
般
の
外
国
人
に
も
拡
張
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
社
会
保
障
法
の
外
国
人
の
対
象
化
の
流
れ
に
対
し
、
唯
一
例
外
を
な
し
た
の
は
生
活
保
護
法
で
あ
っ
た
。
戦
後
、
現
行
憲
法
制
定
前に制定された旧生活保護法は、外国人にも適用されてきたのであるが、一九五○年制定の現行生活保護法の適用に
つ
い
て
は
、
立
案
者
で
あ
る
政
府
は
、
明
確
な
国
籍
条
件
は
設
け
な
か
っ
た
も
の
の
、
外
国
人
を
適
用
対
象
か
ら
外
し
た
の
で
あ
る
。
そ
の
理
論
は
の
ち
に
詳
述
す
る
が
、
外
国
人
に
は
同
法
の
基
礎
で
あ
る
生
存
権
の
享
有
主
体
性
が
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。
し
か
も
そ
れ
は
判
例
に
よ
っ
て
支
持
さ
れ
て
き
た
も
の
で
も
あ
る
。
た
だ
、
人
道
的
に
生
活
に
困
窮
す
る
外
国
人
を
放
置
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
一
（２）
九
五
○
年
と
五
四
年
の
通
達
に
も
と
づ
き
、
行
政
措
置
と
し
て
同
法
上
の
保
護
が
事
実
上
準
用
さ
れ
た
き
た
（
以
下
、
こ
れ
を
「
準
用
措
者も除外されることになった。
こ
の
よ
う
に
し
て
、
外
国
人
喝
こ
の
準
用
措
圃
も
正
規
入
国
者
に
限
ら
れ
て
き
た
が
、
一
九
九
○
年
一
○
月
に
い
た
っ
て
、
政
府
は
同
年
の
出
入
国
管
理
法
（
現
、
出
入国管理及び難民認定法。以下「出入国管理法」と略称。）改正を契機に、その範囲を同法上新たに設けられた別表第二の
永住的外国人に限定する措置をとった（以下、「九○年限定措置」という。）ため、留学、研修その他の短期的正規滞在
こ
の
よ
う
に
し
て
、
外
国
人
に
対
す
る
準
用
措
置
も
、
そ
の
範
囲
は
九
○
年
一
○
月
以
後
は
い
っ
そ
う
限
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
わ
け
で
あ
る
。
本
稿
で
と
り
あ
げ
る
事
件
は
こ
の
九
○
年
限
定
措
置
の
実
施
過
程
で
起
こ
っ
た
も
の
で
、
以
下
に
紹
介
す
る
よ
う
に
、
脳
出
血で倒れた一外国人－スリランカ人、クリストファー・ゴドウィンさん（以下「ゴドゥィンさん」という。）－の医療に
つ
い
て
の
生
活
保
護
法
の
適
用
（
医
療
扶
助
）
を
政
府
が
拒
否
し
た
た
め
に
、
そ
の
措
置
の
正
当
性
が
争
わ
れ
た
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
外
国
極」という。）。
１４
外国人に対する生活保護法の適用について 人に対する社会保障法適用上の問題で訴訟が提起されたケースは少なくないが、本件の場合のように外国人の人命に
か
か
わ
る
緊
急
医
療
に
対
す
る
生
活
保
護
医
療
の
適
用
が
争
わ
れ
た
の
は
は
じ
め
て
で
あ
る
。
こ
の
外
国
人
の
緊
急
医
療
、
と
く
に
準
用
措置もない外国人の無保護の悲惨な状態はマス・コミによってしばしばとり上げられているところで、国際化時代を
迎えたわが国にとって心の痛む問題である。わが国は島国であるため、いままでこのような問題に深刻に直面した経
験
は
な
く
、
政
府
当
局
者
も
裁
判
官
も
国
際
感
覚
は
遅
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
い
ま
や
〃
世
界
は
一
つ
”
の
時
代
を
迎
え
、
外
国
人
の
生
存権、とくに外国人の人命にかかわる生活保護医療提供の問題について再検討をすべき時期にきており、このゴド
ウィン事件はこれを考えるのに好個の機会である。
私は、この訴訟の法廷に証人として鑑定意見書を提出した。判決の結果は当事者適格等地方自治法の手続上の問題
で却下となったが、傍論ながら本案にも若干触れられていて無視できないものをもつ。そこでこの判決を契機に、ま
ず
事
案
の
概
要
を
説
明
し
た
の
ち
論
点
を
整
理
し
た
う
え
、
そ
れ
に
つ
い
て
の
私
見
と
、
諸
外
国
で
の
外
国
人
に
対
す
る
社
会
保
障
法
、
（３）
と
く
に
公
的
扶
助
と
し
て
の
緊
急
医
療
の
適
用
状
況
を
述
べ
、
最
後
に
本
件
判
決
の
紹
介
と
そ
れ
に
つ
い
て
の
論
評
を
行
う
。
（１）有泉亨、中野徹男『国民年金法」（日本評論社、昭和五八年）二四頁
（２）昭和二五年六月一八日・社乙発九二号、昭和二五年一一月六日・社乙発一九○号、昭和二九年五月八日・社発三八一一号
（３）本訴訟は、後述のように、神戸市民たる原告が神戸市を代位して国を相手に訴えを提起したものであるが、本件判決はその
代位が地方自治法上の規定からみて不適当であること、また原告の請求が出訴期間を徒過したものであることを理由として
却下したものであって、この部分はいずれも筆者の専門領域外の行政法上の問題に属する。したがって、本来筆者が扱いえ
ないケースであるが、ただ判決の結論部分で傍論として看過できない社会保障法上の問題を含んでいるため、以下は、その
部分に限って論ずるものである。なお、本稿二から五までは私が法廷に提出した鑑定意見書にをベースとしたものである。
1５
裁判所（神戸地方裁判所）の認めたところでは、ゴドウィンさんは、留学生の資格で平成元年二月頃日本に来て神戸
市灘区に居住していたが、平成二年三月二一日、くも膜下出血のため、神戸海星病院をへて神戸大学医学部付属病院
に入院し、同年四月一三日に退院した。この間の両病院の医療費は合計金一六一万九六二○円であった。しかし彼に
は支払い能力がなかったので灘福祉事務所に準用措置の職権発動を申し立てた。そこで同事務所は、これに応じ、同
年四月二六日、保護開始日を同年三月二一日、廃止日を同年四月一四日とする医療扶助の準用措置をとった。
しかし厚生省は、準用措置の対象となる外国人の範囲を出入国管理法別表第二に定める永住者等に限られるとの解
釈の下に、この決定にかかわる金員は国庫負担金の対象にならないとの見解を示した。そのため、神戸市長はその要
した医療費の四分の三にあたる国庫負担分を国に請求できず、神戸市が負担することになった。
これに対し、神戸市民たる原告らは、神戸市長がその国庫負担金を国に請求しないことについて地方自治法一四二
条一項（住民の監査講求規定）にもとづき神戸市監査委員に監査請求をした。しかし同委員はこれを棄却したため、原
告らは国に対し、同法二四二条の二第一項四号にもとづき神戸市に代位して、主位的に右の国庫負担金相当分と支払
済みまでの利息相当額の支払いを、予備的に、その負担額を負担しないことによる不当利得返還および厚生省の違法
な
措
置
に
よ
り
神
戸
市
が
被
っ
た
不
法
行
為
に
よ
る
損
害
賠
償
の
代
位
請
求
を
な
し
た
も
の
で
あ
る
。
裁判所が把握したこの訴訟における争点は、つぎのように本案前の争点が二点、本案の争点が三点であった。本稿
がかかわるのは後者であるが、参考までに両者とも掲げておく。
二
）
本
案
前
の
争
点
事
案
の
概
要
と
争
点
1６
てるか否か（争点３）。
いつ
２
本
件
国
庫
負
輌
に鋼定があって初めて詐
迩３神一戸市が、》
繩有するか（争点５）。
鐇右の争点のうち、
巍権、とりわけ本訴罰
酎結する権利で、そ（
副とづく医療扶助を奎
外
り、憲法一四条、一
１
生
活
保
護
法
の
適
用
対
象
は
日
本
国
民
だ
け
に
限
ら
れ
、
さ
ら
に
、
同
法
を
準
用
す
る
外
国
人
の
範
囲
は
、
出
入
国
管
理
法
の
別
表第二に定める外国人および日韓協定による永住者、平和条約関連国籍離脱者等に限られるとの見解の下に、本件国
庫負担金の支払いを神戸市に対してしていないとする被告の態度は、外国人の生存権を侵害する違法な行政措置であ
２
原
告
ら
の
主
張
す
る
不
当
利
得
返
還
請
求
権
お
よ
び
不
法
行
為
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
代
位
行
使
が
、
同
法
二
四
二
条
の
二
第二項一号所定の出訴期間を遵守するものであるか（争点２）。
か（争点１）。
１
地
方
自
治
法
二
四
二
条
の
二
第
一
項
四
号
に
よ
り
、
原
告
ら
が
本
件
国
庫
負
担
金
の
請
求
権
を
代
位
行
使
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
（二）本案の争点
本件国庫負担金の請求権は、補助金等に係る予算の執行の適性化に関する法律六条に定める厚生大臣の交付決
って初めて発生するものであるか否か（争点４）。
神戸市が、被告に対して、本件国庫負担金の請求権、不当利得返還請求権、不法行為による損害賠償請求権を
、
本
稿
で
も
っ
と
も
重
要
な
も
の
は
争
点
３
で
あ
る
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
原
告
側
は
、
①
外
国
人
に
も
生
存
訟で問題となっている医療扶助請求権、とくにそのなかでも緊急医療権は、人間の生命、生存に直
の
人
が
在
留
す
る
国
に
お
い
て
保
障
さ
れ
る
べ
き
基
本
的
人
権
で
あ
る
こ
と
、
②
外
国
人
に
も
生
活
保
護
法
に
も
求める権利が認められること。すなわち、①の権利は、人の生命、生存に直結する性質を有してお
二五条、経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約二条二項、九条、一二条、市民的及び政
1７
治的権利に関する国際規約二六条によって、国籍や在留資格にかかわらず、広く保障されるべきであること。③厚
生省は、従来、前記五四年の通達にもとづき、準用措置を外国人の在留資格の有無、種類を問わず適用してきたとこ
ろ、一九九○年一○月、生活保護指導監督職員ブロック会議において、その準用する外国人として出入国管理法別表
第二に掲げる外国人に限定する口頭での指示（以下、「九○年口頭指示」という。）を発したが、これはそれまでの生活
保護法の準用の実態を無視したもので、不利益変更禁止の原則に抵触して無効であること、を主張した。
これに対する被告たる国側の主張は、外国人の生活保護は憲法および法律によって保障されたものではなく、出入
国管理法別表第二に掲げる在留資格を有する外国人に一方的な行政措置として生活保識を実施しているにすぎない。
五四年通達は、外国人について生活保護に準じた取扱をする際の手続きを定めたものにすぎず、外国人について在留
資格を問わず、一律に生活保護に準じた取扱をすることができることを示したものではない。また、九○年口頭指示
は、従来からの右の解釈を一般的かつ確認的に示したにすぎない、とするものであった。
以上の争点、両当事者の主張を整理すれば、外国人が生活保謹法の基礎にある生存権を有するか否か、すなわち外
国人の生存権の権利享有主体性の問題がもっとも基本的な問題で、これと一体の関係で外国人への同法の適用の有無
の問題があり、二次的な問題として、九○年口頭指示の適法性の問題があるという｝」とになる。そこで、以下これら
を順次検討することとするが、その前に外国人への生活保護法の不適用の経緯を説明しておきたい。
注目すべきことであるが、現行生活保護法制定前の公的扶助法たる一九四六年制定の旧生活保護法は外国人にも適
二
外
国
人
へ
の
生
活
保
護
法
不
適
用
の
経
緯
1８
て
に
無
差
別
平
等
の
受
給
』
い卓持」を明記したこと
用
こ
と
と
し
た
の
で
あ
る
。
適漣その理由として、巨
懸法が単なる社会福祉（
錘の要件を満たす限り旧
るすここでは、「単なる
函後者に属するものと錘
勵こでは、外国人は憲絆
外
そ
の
理
由
と
し
て
、
厚
生
省
当
局
者
は
、
「
形
式
的
に
は
こ
の
制
度
が
憲
法
第
二
五
条
に
淵
源
す
る
か
ら
で
あ
る
が
、
実
質
的
に
は
新
法
が
単
な
る
社
会
福
祉
の
法
で
は
な
く
し
て
社
会
保
障
の
法
で
あ
る
こ
と
、
従
っ
て
こ
の
法
律
の
適
用
を
受
け
る
者
は
す
べ
て
こ
の
法
律
（２）
の
要
件
を
満
た
す
限
り
保
護
の
請
求
権
を
有
す
る
こ
と
に
基
く
」
と
説
明
し
た
。
ここでは、「単なる社会福祉法」と「社会保障法」とが区別され、旧生活保護法は前者に属し、現行生活保護法は
後
者
に
属
す
る
も
の
と
扱
わ
れ
、
し
た
が
っ
て
前
者
は
外
国
人
に
も
適
用
さ
れ
た
が
、
後
者
は
不
適
用
と
の
結
果
が
導
か
れ
て
い
る
。
こ
こでは、外国人は憲法二五条の権利を有しないとの前提がとられているのである。
こ
の
こ
と
の
当
否
は
後
述
す
る
と
し
て
、
結
果
的
に
、
旧
生
活
保
護
法
か
ら
新
生
活
保
護
法
へ
の
発
展
は
そ
の
適
用
対
象
か
ら
外
国
人
（１）
用されていた。同法は、戦後の国民の窮乏状態に対応する４℃のとして、連合国軍総司令部の指導のもと、わが国初の
公
的
扶
助
責
任
立
法
と
い
わ
れ
た
一
九
二
九
年
制
定
の
救
護
法
を
さ
ら
に
一
段
と
整
備
、
発
展
さ
せ
た
立
法
で
あ
っ
た
。
い
う
ま
で
も
な
く、この法制は社会保険や社会手当等の生活保障措置が受けられない者にとっての最低生活確保のための社会保障に
おける最後の塗塁である。保護の種類は救護法と変わらなかったが、国庫補助率は八割（原則的な費用負担者は市町村
ま
た
は
都
道
府
県
。
救
護
法
で
は
五
割
）
と
さ
れ
、
国
家
責
任
原
理
が
い
っ
そ
う
強
く
出
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
①
能
力
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
勤
労
の
意
思
の
な
い
者
、
勤
労
を
怠
る
者
そ
の
他
生
計
の
維
持
に
努
め
な
い
者
、
②
素
行
不
良
な
者
、
は
対
象
か
ら除かれたこと（二条）と、保謹の請求権の規定が欠落していた点に大きな欠陥があった。一九五○年制定の現行生
活保護法は、これをさらに前進せしめたもので、①費用の八割を国庫負担とするとともに（七五条）、②すべての国民
に
無
差
別
平
等
の
受
給
権
を
保
障
し
（
二
条
）
、
さ
ら
に
、
③
そ
の
保
護
の
基
準
と
し
て
「
健
康
で
文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
水
準
維
持」を明記したこと（｜、三条）が特徴的であったが、これとともに、厚生省当局は、同法を外国人には適用しない
1９
を
除
外
す
る
と
い
う
奇
妙
な
結
果
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
い
っ
た
ん
適
用
対
象
と
し
た
も
の
を
見
殺
し
に
で
き
る
も
の
で
は
な
く
、
そ
の
（３）
外
国
人
へ
の
準
用
に
よ
る
行
政
的
救
済
措
置
が
前
述
の
五
○
年
の
厚
生
省
社
会
局
長
通
達
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
。
通
達
と
し
て
こ
れ
を
最
終
的
に
確
定
し
た
の
が
五
四
年
通
達
と
理
解
さ
れ
る
。
以
後
、
今
日
に
い
た
る
ま
で
こ
れ
に
も
と
づ
い
て
多
く
の
外
国
人
が
生
活
保
護
の準用を受けてきたわけである。
以
上
が
戦
後
に
お
け
る
公
的
扶
助
法
た
る
生
活
保
護
法
の
外
国
人
に
対
す
る
適
用
の
経
緯
で
あ
っ
た
。
こ
れ
を
要
す
る
に
、
外
国
人
に
は
わ
が
憲
法
上
の
生
存
権
、
社
会
保
障
権
の
享
有
主
体
性
が
一
貫
し
て
認
め
ら
れ
て
こ
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
政
府
当
局
者
の
理
解
で
は
旧
生
活
保
護
法
は
社
会
福
祉
的
性
格
の
も
の
で
、
し
た
が
っ
て
権
利
性
は
な
い
が
ゆ
え
に
外
国
人
に
も
適
用
さ
れ
た
。
し
か
し
新
生
活
保
護
法
は
「
憲
法
第
二
五
条
の
規
定
と
の
関
係
上
そ
の
対
象
を
日
本
国
民
に
限
定
し
た
。
従
っ
て
、
厳
格
に
言
え
ば
外
国
人
は
こ
（４）
の法律による保護を受けることはできない筈である」。すなわち、新生活保護法が憲法二五条にもとづく法であり、
同条は外国人に適用がないがゆえに生活保護法も適用がないということになるのである。
し
か
し
そ
う
だ
か
ら
と
い
っ
て
生
活
に
困
窮
す
る
外
国
人
を
見
殺
し
に
す
る
わ
け
に
は
ゆ
か
な
い
。
ま
さ
に
厚
生
省
社
会
局
長
通
達
、
昭
和
二
五
年
社
乙
発
九
二
号
（
注
３
参
照
）
の
表
現
を
借
り
れ
ば
、
「
人
道
的
社
会
的
」
見
地
か
ら
準
用
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
こ
と
をまず確認しておきたい。そして以上の理解や取扱いがはたして妥当なものであったか否かである。
（１）このことは、昭和二一年九月一六日、厚生省発社第一○六号「生活保護法施行に関する件」で、つぎのように確認されてい
「
本
法
に
よ
る
保
護
は
、
差
別
的
又
は
優
先
的
な
取
扱
い
を
せ
ず
平
等
に
保
護
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
宗
教
的
社
会
的
又
は
国
籍
等
の
関
係
で
不利な取扱をなさないこと。」
る
○
2０
外国人に対する生活保護法の適用について
（２）
（３）①は
な
く
、
恰
も
旧
法
②
社
乙
発
一
九
○
号
これらの通達の主要部分はつぎのとおりである。
社乙発九二号（小山進次郎前掲書六○頁）
「右以外の日本国民でないすべての者は、本法の適用対象とはなり得ないものであること。但し、その困窮の状態が現に急
迫、深刻であって、これを放置することが社会的人道的にみても妥当ではなく他の公私の救済の途が全くない場合に限り、
当分の間、本法の規定を準用して保護して差支えないこと。この意味は、その者が一般国民に認められた保護を受ける権利
はなく、恰も旧法におけるが如き反射的利益を受けるに止まるものであること。」
なお、一九四八年一二月一日現在で生活保護を受給している外国人の数はつぎのとおりであった。（小山進次郎「生活保護
法の解釈と運用』（昭和二五年、日本社会事業協会）六○頁から転載）。
小
山
進
次
郎
前
掲
書
五
一
頁
￣ｆ,四 】Ｌ
］ Ｐ「三一‐Ｉ 巖’ し －一
2１
台湾省 フィリッピン オランダ 中華民国 ブラジル国 ベルギー国 英国 米国 国籍
一八 八九 一一￣ 一○（人） 人員
無国籍 白系ロシア トル． ソビエト連邦 ボーランド ポルトガル 蒙古人民共和国 ドイツ 国籍
一○ 一一一 五 六 二○ 人員
外国人が生活保護法の適用対象となるか否かを直接争ったケースとして、東京都足立福祉事務所長事件（東京地
（１）
裁・昭和五三・三。一一一一）ではつぎのように判示して、右述の政府の立場をより明確化して支持した。
「旧法の下における生活保護は、その受給は反対的利益の享受にとどまり、慈恵的、恩恵的色彩を有するもので
右の外国人の生存権・社会保障権を否定する政府見解は、その後、政権担当者の交替にもかかわらず不変のままで
今日にいたっている。そしてこの政府見解は、最近まではその後の判例、学説の見解とも一致していたが、学説にお
い
て
は
、
近
年
、
変
化
が
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
い
て
は
、
近
１
判
例 「｜、昭和一一一年二月二七日附ＳＣＡＰＩＮ第七百七十五号「社会救済に関する件」覚書（別紙）の趣旨は、日本に居住す
る外国人についてもその者が生活に困窮する限りその救済の主たる責任は日本政府にあると解釈されなければならないもの
、
、
可
である。従って生活に困窮する外国人に対する衣食住、医療その他につき最低限度の生活を維持するに足る措置が、日本政
、
、
、
、
、
、
、
、
府
の
責
任
に
お
い
て
、
諸
種
の
社
会
福
祉
対
策
に
よ
り
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
二、前項の趣旨を実現するための方策として、外国人にして生活に困窮する者に対しては、必要に応じ、夫々の法律の建
前とするところに従って、或いは生活保謹法を準用して必要と認める保護を行い、身体障害者福祉法、又は災害扶助法を適
用して必要と認める援護を行うものとする。」（傍点筆者）
（４）小山進次郎前掲書五六頁
Ｈ
判
例
・
学
脱
の
動
向
三
外
国
人
の
生
存
権
・
社
会
保
障
権
の
権
利
主
体
性
に
つ
い
て
2２
外国人に対する生活保護法の適用について
だが、判例は憲法上の基本的人権一般についての外国人の権利主体性については、同法上の権利主体が「国民」と
表
現
さ
れ
て
い
る
場
合
も
含
め
て
、
か
な
り
早
い
時
期
か
ら
、
つ
ぎ
の
よ
う
に
、
こ
れ
を
認
め
て
き
て
い
る
。
①張貞達事件・最二小判・昭和二五・一一一・二八（民集四巻一二号、六八三頁以下）
「いやしくも人たることにより当然享有する人権は不法入国者と錐もこれを有するものと認むくきである」（外
国人の裁判を受ける権利が争われたケース）。
②宗永吉事件・最大判・昭和三九・一一・一八（刑集一八巻九号、五七九頁以下）
「わが憲法一四条の趣旨は、特段の事情の認められない限り、外国人にも類推さるべきものと解するのが相当
あ
っ
た
が
、
現
行
法
は
こ
れ
を
改
め
、
国
民
に
生
活
保
護
を
請
求
す
る
権
利
が
あ
る
こ
と
を
規
定
し
、
不
服
申
立
て
の
制
度
を
設
け
る
な
ど社会保障の制度として確立したことに伴い、その適用対象を「すべての国民」、「すべて国民」と規定するに至った
ものであること、また現行の生活保護法による権利は、日本国民の生存権につき定めた憲法二五条の理念に基づくも
ので、自立の困難な国民の生存のために、国が積極的な保護を与えるという社会政策に由来するものであることから
みると、現行法の下において前記文理解釈を超えて外国人もまた生活保護法の適用の対象となると解釈する余地はな
いものといわねばならない」
だ
が
、
判
例
は
憲
法
上
の
基
十
③
マ
ク
リ
ー
ン
事
件
・
最
大
判
・
昭
和
五
三
・
一
○
・
四
（
判
例
時
報
九
○
三
号
、
三
頁
以
下
）
「憲法第三章の諸規定による基本的人権の保障は、権利の性質上日本国民のみをその対象としていると解され
るものを除き、わが国に在留している外国人に対しても等しく及ぶものと解すべきであり」
右
の
よ
う
な
原
則
的
に
基
本
的
人
権
を
認
め
つ
つ
も
、
権
利
の
性
質
に
よ
っ
て
は
除
外
す
る
立
場
１
１
権
利
性
質
説
ｌ
が
判
例
の
邇
である」。
2３
説となる。そして生存権となると、後述の学説の影響からか、つぎの諸判例に見られるように、これを外国人に認め
ないのも通説となる。
「社会保障に関する権利、いわゆる社会権については、もっぱら権利者の属する国家によって保障されるべき
性質の権利であり、当然に外国によっても保障されるべき権利を意味するものではない」
⑥金訴訟控訴審。東京高判・昭和五八・一○・二○（判例時報一○九二号、三一頁以下）……第一審判決を容認
⑦塩見訴訟控訴審・大阪高判・昭和五九・一二・一九（判例時報一一四五号、三頁以下）
一国の国民の生存権の保障はまずその者が属している国の責任であって他国の責任ではない。
⑧塩見訴訟上告審・最一小判・平成元。三・二（判例時報一三六三号、六八頁以下）
障害福祉年金は「全額国庫負担の無拠出制の年金であって、立法府は、その支給対象者の決定について、もと
④塩見訴訟第一審・大阪地判・昭和五五・一○・二九（判例時報九八五号、五○頁以下）
（ａ）「国民の福祉を図ることは、本来その国の政府の責務であって、他国の政府の責務ではないとする思想は今
日なお世界各国において有力な思想」であること。
（ｂ）「障害福祉年金は……経過的、補完的なものであり、費用は全額国庫負担であるから、右年金の対象者を日
本国籍にある者に限られるべきである。」
これらのことから外国人を対象とするか否かは立法裁量の問題で、対象としなくても裁量権を著しく濫用したも
のではない。（障害福祉年金の受給権が争われたケース）
⑤金訴訟、豊田訴訟（併合審理）第一審・東京地判・昭和五七・九・二二（行裁集三三巻九号一八一四頁、一八四六
頁
、＝ジ
2４
２
学
説
（２）
て判例同様、権利性質説のもとで外国人に生存権の一享有主体性を認めない説が通説で、そのなかでももっとも影響力
いつの強かった学説はつぎの宮沢俊義説であった。
に醜「それ（社会権ｌ筆者）が人権である以上、外国人も、日本国民と同じようにそれを享有することは、当然である。
麺ただ、それらの人権は、国家の任務と不可分の関係にあるものであり、その保障は、もっぱらその人の属する国の責
（３）
懸任であり、それ以外の国の責任ではない。」
鐘これが学説のみならず判例をもリードすることになったことは前掲④、⑤、⑥、および⑦の判例から明らかであ
（４）
発る。しかしこの学説にも最近変化があらわれた。私見もその一つであり、それについては後述することになるが、と（５）
廟くに注目されるのは憲法の自然法的理念や国際主義を論拠として外国人の生存権享有主体性を強調する小川政亮説と
副次のように主張する中村睦男説である。 （６）
外
「基本的には第三説（外国人にも生存権を認める説１筆者）が妥当であると解しているが、外国人に生存権が保障され
もと広範な裁量権を有しているものというべきである。加うるに、社会保障上の施策において在留外国人をどの
ように処遇するかについては、国は、特別の条約の存しない限り……その政治的判断によりこれを決定すること
ができるのであり、その限られた財源の下で福祉的給付を行うに当たり、自国民を在留外国人より優先的に扱う
ことも、許されるべきことと解される」
以上の判例中、④ｂ、⑧において財源が公費であることの理由により外国人を排除することを正当化していること
ｌ
こ
れ
が
後
述
の
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
特
別
公
共
利
蓬
諭
（
、
…
弓
：
冒
冒
…
Ｂ
・
…
）
で
あ
る
ｌ
に
注
目
し
て
ぉ
きたい。
2５
口基本的人権と内外人平等待遇の原則－判例学説批判
以上のように、学説には、最近、外国人の生存権の権利主体性を認める説が現われているが、政府見解や判例は依
然としてそれを否定する。目下のところその支柱的理論は宮沢説である。しかし理論といっても右にみたごとくその
説明はきわめて簡潔で、かつ、人権である以上外国人も享有するとしながら、その保障は母国の責任で外国の責任で
はないとする論理矛盾１１生存権という人間の現実の生存を保障する権利は、それに責任が対応しなければ成立しえ
ないｌが理解できない．この説は外国人の生存権を実質的に否定した識と理解せざるをえない．察するところ、こ
の理論は、国家の不作為によって保障される自由権と異なって生存権の保障は国家の予算も伴う積極的行為を要する
（「国家の任務」とはこのことか。）ところに着目されたものであろう。それは、いまだ、いわゆる国際化が進んでいない
時代の旧来の国民国家体制１－世界が一定の領土と国籍、国民の観念を前提とする独立国家を単位として構成され、
それぞれが自己の利益を求めてせめ誉あっている世界体制と理解するｌを前提とすれば当然のことかもしれない．
各国は自国民のみを保護しておればよく、自国にまぎれ込んだ外国人についてはまったく関知するところではない。
るといっても、保障される生存権の内容および外国人の種別によって、保障の程度に差別があることを認めなければ
ならない。まず、生存権の内容については、生存権のうちでも、人間として最低限度の生活にかかわる部分と、より
快適な生活の保障の部分を分け、前者の部分については、立法目的の重要性と、立法目的と手段との間に実質的な関
連性があるかどうかを事件の具体的事実に基づいて判断してゆく、中間の審査基準である「厳格な合理性」の基準が
妥当するのに対して、後者の部分については、立法府の広い裁量を前提にする、緩やかな審査基準である「明日の原
則」（原文のママー筆者）ないし「単なる合理性」の基準が妥当するのである。」
2６
他国人はその母国が保護すべきものである。これが宮沢説の本意と解される。
し
か
し
現
実
の
問
題
と
し
て
遠
く
異
国
の
地
に
あ
る
自
国
民
に
母
国
が
保
護
の
手
を
差
し
延
べ
る
こ
と
が
不
可
能
な
こ
と
は
、
わ
が
国
が
在
外
邦
人
に
生
活
保
護
を
適
用
し
て
い
な
い
一
事
に
よ
っ
て
明
ら
か
で
あ
る
。
そ
し
て
よ
り
根
本
的
な
こ
と
は
、
国
際
化
が
進
展
し
、
と
く
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
統
合
に
み
ら
れ
る
よ
う
な
国
民
国
家
体
制
の
動
揺
段
階
に
お
い
て
、
は
た
し
て
宮
沢
説
が
維
持
で
き
る
か
で
あ
る
。
いまやモノ、カネとともにヒトの国際的流動は常態化した。人は国家の枠と観念を越えて行動する。
こ
の
よ
う
な
段
階
に
い
た
っ
て
現
れ
た
国
際
規
範
が
内
外
人
平
等
待
遇
の
原
則
で
あ
る
。
こ
の
国
際
規
範
が
現
わ
れ
た
の
は
そ
れ
ほ
ど
新しいことではない。ＩＬＯはその設立当初（一九一九年）から最弱者たる移民労働者保護のためにこの問題に取り
組み、二八号条約（社会保障における内外人平等待遇に関する条約、’九六七年、わが国は未批准。）を中心とする多くの
（７）
て
条
約
、
勧
告
を
採
択
し
、
そ
の
世
界
的
推
進
に
努
め
た
。
いつ
国
連
本
部
も
同
様
で
、
設
立
後
ま
も
な
く
採
択
し
た
「
世
界
人
権
宣
言
」
（
一
九
四
八
年
）
の
な
か
の
冒
頭
部
で
権
利
と
自
由
に
お
け
る
に輌内外人平等待遇原則を掲げた（二条一項）。これには法的拘束力はない。そこで一九六六年に法的拘束力のある条約と
麺して採択した一一つの国際人権規約、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（Ａ規約）および「市民的及
懸び政治的権利に関する国際規約」（Ｂ規約）のなかでそれぞれ内外人平等待遇条項を設けた。Ａ規約の一一条二項、Ｂ規
錐約の一一六条がそれである。そしてわが国もこれを一九七九年に批准している・もともと国連憲章そのもののなかに目
窕的条項として内外人平等待遇の原則が規定され（一条三項）、その実現は国連の設立目的の重要な一環である。
國この内外人平等待遇の原則とは、人がいつ、どの国に行こうと、その国の保護をその国の国民と平等に受ける体制
副の確立を志向するもので、ただちに国民国家体制の解体までは求めないまでも、国家、国民、国籍など国民国家体制
外
上の観念の超克、止揚の方向性をもつものである。したがって宮沢説に代表される旧来の国民国家的観念に立った外
2７
国
人
の
生
存
権
享
有
主
体
性
の
否
定
は
、
こ
の
内
外
人
平
等
待
遇
の
原
則
と
ま
っ
た
く
正
反
対
の
方
向
を
向
い
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
国
際
規
範
の
出
現
と
生
活
保
謹
の
外
国
人
適
用
排
除
と
の
対
立
関
係
は
、
現
生
活
保
護
法
の
立
案
当
局
者
が
制
定
当
初
か
ら
危
倶
していたことであって、「この点（外国人への適用拒否－筆者）は国際連合憲章及び国際人権宣言との関係において研究
（８）
さ
れ
る
べ
き
問
題
で
あ
ろ
う
」
と
し
、
さ
ら
に
「
前
述
の
国
際
連
合
憲
章
と
の
関
係
・
…
：
等
を
考
え
る
と
講
和
条
約
が
成
立
し
、
こ
の
問
題
が
確
定
的
に
解
決
さ
れ
る
迄
は
こ
れ
迄
通
り
、
生
活
に
困
窮
す
る
外
国
人
が
あ
っ
た
な
ら
ば
、
｜
応
そ
の
国
の
外
交
機
関
に
連
絡
し
、
（９）
そ
れ
で
解
決
し
な
い
場
合
は
こ
の
制
度
に
よ
っ
て
保
護
す
べ
き
で
あ
ろ
う
」
と
述
べ
て
い
る
。
し
か
も
、
こ
の
国
際
人
権
規
約
は
既
批
准
の
わ
が
国
に
対
し
て
は
法
的
拘
束
力
を
も
つ
。
こ
の
点
を
政
府
見
解
は
も
と
よ
り
判
例
、
さ
ら
に
学
説
さ
え
も
無
視
し
て
い
る
。
そ
の
効
力
は
Ｂ
規
約
が
即
効
力
を
も
つ
こ
と
は
当
然
で
あ
る
が
、
社
会
保
障
権
を
含
む
Ａ
規
約
は
漸
進的達成（原文では、、。Ｅの：、Ｒｏｍ『の、図ぐの］］）でよいとする規定（二条一項）があるため、外国人への社会保障権の
（⑪）
保障も漸進的でよいとする誤解が生じていた。その点は前掲判例⑧での最高裁でも同様である。
し
か
し
Ａ
規
約
は
、
そ
こ
に
規
定
さ
れ
る
権
利
の
実
現
は
漸
進
的
で
も
よ
い
が
、
実
現
さ
れ
た
権
利
の
外
国
人
へ
の
適
用
ま
で
も
漸
進
（Ⅲ）
的
で
あ
っ
て
は
な
ら
ず
、
即
時
的
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
同
規
約
二
条
二
項
の
制
定
経
過
を
み
て
も
、
ま
た
同
条
三
項
が
、
発
展
途
上
国
に
お
い
て
は
外
国
人
へ
の
差
別
的
適
用
を
容
認
し
て
い
る
こ
と
と
の
対
比
か
ら
み
て
も
、
さ
ら
に
こ
の
こ
と
を
明
記
し
た
国
連
（卿）
工》》をみても明らかである。この点は学説にも異論をみないところである。
こ
う
し
て
、
わ
が
国
は
こ
の
条
約
批
准
の
時
点
か
ら
内
外
人
平
等
待
遇
実
現
の
国
際
法
的
義
務
を
負
っ
て
い
る
の
で
あ
り
、
こ
の
こ
と
が
無
視
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
条
約
と
憲
法
そ
の
他
の
国
内
法
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
議
論
の
あ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
憲
法
の
次
元
に
お
い
て
は
、
そ
の
前
文
の
国
際
協
調
主
義
お
よ
び
同
法
九
八
条
二
項
に
よ
り
、
Ａ
規
約
二
条
二
項
、
Ｂ
規
約
二
六
条
の
内
外
人
平等待遇原則に即した同法自体の解釈がまず要求されていると解される。そして、その当然の結果として、生存権。
2８
外国人に対する生活保護法の適用について
わ
が
国
に
お
け
る
生
存
権
の
理
解
は
、
そ
れ
を
法
的
権
利
と
と
る
に
せ
よ
プ
ロ
グ
ラ
ム
規
定
と
と
る
に
せ
よ
、
国
民
の
国
家
に
対
す
る
請
求
権
で
、
国
家
は
こ
れ
に
対
応
す
る
責
務
を
負
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
生
存
権
に
お
け
る
こ
の
国
家
１
国
民
間
の
権
利
義
務
関
係
の
重
要
性
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
社
会
保
障
制
度
へ
の
国
庫
負
担
は
こ
の
国
の
責
務
の
現
れ
で
あ
る
。
し
か
し
、
社
会
保
障
の
中
心
で
あ
る
社
会
保
険
の
領
域
に
つ
い
て
み
れ
ば
、
そ
の
保
険
料
負
担
関
係
の
な
か
に
、
高
所
得
者
・
低
所
得
社
会
保
障
権
は
外
国
人
も
享
有
す
る
と
解
さ
れ
る
べ
き
こ
と
に
な
る
。
し
か
も
こ
の
場
合
、
Ａ
規
約
二
条
二
項
が
「
こ
の
規
約
の
締
約
国
は
、
こ
の
規
約
に
規
定
す
る
権
利
が
…
…
い
か
な
る
差
別
も
な
し
に
行
使
さ
れ
る
こ
と
を
保
障
す
る
こ
と
を
約
束
す
る
」
と
規
定
し
、
ま
た
Ｂ
規
約
二
六
条
で
は
、
「
い
か
な
る
差
別
に
対
し
て
も
…
…
平
等
か
つ
効
果
的
な
保
護
を
す
べ
て
の
者
に
保
障
す
る
」
と
し
て
い
る
以
上
、
外
国
人
の
在
留
資
格
や
入
国
の
正
規
、
不
正
規
を
と
わ
ず
、
す
べ
て
の
外
国
人
は
生
存
権
・
社
会
保
障
権
を
享
有
す
る
と
解
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
結
果
と
し
て
、
生
活
保
護
法
は
す
べ
て
の
外
国
人
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
こ
と
に
な
る
。
こ
の
生
活
保
護
の
外
国
人
へ
の
適
用
は
、
す
で
に
憲
法
や
国
民
年
金
法
一
条
、
二
条
で
な
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
生
活
保
護
法
上
の
「
国
民
」
を
「
住
民
」
あ
る
い
は
「
居
住
者
」
と
い
う
ほ
ど
に
読
み
替
え
れ
ば
よ
い
の
で
あ
る
。
後
述
の
よ
う
に
、
こ
れ
ら
の
法
律
上
の
「国民」には厳密に日本国民に限定する意味はない。
で生ずるところに由来する。
曰
生
存
権
の
人
類
普
遍
性
右
の
よ
う
な
国
際
規
範
と
の
関
係
か
ら
離
れ
た
と
し
て
も
、
生
存
権
・
社
会
保
障
権
は
も
と
も
と
人
類
社
会
に
普
遍
的
な
性
格
を
も
っ
て
い
る
。
そ
れ
は
自
由
権
が
第
一
義
的
に
は
国
民
の
国
家
に
対
す
る
関
係
で
生
ず
る
も
の
で
あ
る
の
に
反
し
、
生
存
権
は
社
会
と
の
関
係
2９
者間、健康者・病弱者間、若壮年者・高齢者間、健常者・障碍者間、使用者・労働者間のように社会構成員中の相対
的有利者から不利者への援助関係Ⅱ社会連帯関係が組み込まれており、これが社会保険を私保険と大きく異ならしめ
るものとなっている。初期の社会保険の時代においては国家はそのような社会連帯関係を社会保険の形に組織するだ
けでよかった。こうして社会保険の特徴をなす基本原理は社会連帯原理と理解される。
全額公費負担の生活保護のような制度についてみても、その財源は結局、国家がその上に存立する社会の構成員か
（川）
。ｂ税の形で調達される。その税の中心にある所得税は、累進課税という社会連帯原理をおびた形をとっている。生活
保
護
制
度
が
経
済
学
者
か
ら
所
得
再
分
配
制
度
と
捉
え
ら
れ
る
所
以
で
あ
る
。
このような社会連帯関係は素朴な形では他人への愛情Ⅱ人間愛の発現として健全な社会であれば常に存在する社会
の原理である。その社会の規模が大きくなると社会連帯関係の成立には国家権力が不可欠となる。これが現在の国家
的社会保険であり、それに国家独自の賞任の現れとしての国庫負担が加わる。これが社会保障である。
このように、生存権、社会保障権の基盤は社会の原理として国家以前に存在するもので、もともと国民や国籍の観
念とは無縁である。国籍や、まして在留資格のいかんをとわず、社会はその構成員すべてを包摂して保護をなす。こ
の社会の規模の究極に世界社会が現れる。これが現段階で、いまや、人は世界のどの国にいようと世界社会の一員と
して、権利として保護される。これが生存権の人類普遍性である。それを規範として推進するものが、とりあえず
（脂）
は
、
内
外
人
平
等
待
遇
の
原
則
と
理
解
さ
れ
る
。
ところで、奇妙なことに、同じ生存権的基本権でも労働基本権、とくに労災保障（補償）請求権を保障する法系列
たる労働基準法－労災保険法は現在不正規入国外国人にも適用されている。これは、わが国でも労基法上の権利が、
いやしくも労働者であれば入国の正規、不正規を問わず、また臨時的、一時的労働者を含め、誰でももつ権利（労働
3０
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
こ
の
理
論
は
、
州
に
す
べ
て
の
人
の
平
等
待
遇
を
義
務
づ
け
た
同
国
憲
法
修
正
第
一
四
、
第
一
条
の
第
三
段
に
対
抗
す
る
州
側
の
外
国
人
排
除
の
理
論
と
し
て
、
以
前
は
判
例
も
認
め
て
い
た
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
理
論
を
一
言
で
い
え
ば
、
州
の
構
成
て
員
に
よ
っ
て
拠
出
さ
れ
て
蓄
え
ら
れ
た
財
源
は
州
の
構
成
員
の
福
祉
の
た
め
に
保
有
、
使
用
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
の
考
え
で
あ
る
が
、
こ
いつ
れ
に
や
が
て
疑
念
が
も
た
れ
る
よ
う
に
な
る
。
そ
し
て
一
九
七
一
年
に
、
こ
れ
を
否
定
す
る
最
高
裁
判
決
が
現
れ
た
。
州
は
そ
の
施
策
の
に醜財源確保のため支出抑制はできようが、「それを市民間に不愉快な区別（旨く葛・ロ⑩臼、冒ｇ】ｏご）を設けることにょっ
漣て行ってはならない」、また「福祉財源の節減は他方の不愉快な差別を正当化することはできない」、さらに「平等保
騨護の観点からは外国人も市民も同様に人なのであるから、財政的配慮はもはや差別を正当化しない」とするもので
（旧）
錘あった。これによって少なくとも州レベルでは外国人排除は不可能となったが、ここでの判示はまさに人としての普
澆遍的平等性、すなわち、アメリカ居住者は、その市民権や国籍いかんにかかわらず、すべて人として平等に扱われる
廟べきであるという法理がうち出されたものである。
入国
こ
こ
で
強
調
し
た
い
こ
と
は
、
ア
メ
リ
カ
が
判
例
に
よ
っ
て
特
別
公
共
利
益
理
論
を
超
克
し
た
よ
う
に
わ
が
国
も
ま
た
そ
れ
を
な
す
べ
外
き
と
き
に
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
い
ま
ま
で
わ
が
国
の
判
例
、
学
説
を
支
配
し
て
き
た
国
民
国
家
的
感
覚
か
ら
の
わ
が
国
触
れ
た
よ
う
に
、
国
の
叫
論
に
つ
な
が
っ
て
い
る
。
基
準
法
は
す
べ
て
の
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
。
）
、
換
言
す
れ
ば
、
お
よ
そ
労
働
者
と
し
て
、
世
界
中
ど
こ
で
も
普
遍
的
に
も
つ
権
利
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
で
は
な
ぜ
狭
義
の
生
存
権
に
は
こ
れ
が
認
め
ら
れ
な
い
の
か
。
お
そ
ら
く
、
右
の
両
法
上
の
権
利
の
保
障
の
経
費
は
原
則
的
に
使
用
者
負
担
で
あ
っ
て
、
国
費
支
出
は
不
必
要
で
あ
る
こ
と
、
宮
沢
教
授
流
に
い
え
ば
、
労
災
保
障
は
国
の
任
務
に
関
係
が
な
い
と
い
う
こ
と
に
帰
す
る
よ
う
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
の
こ
と
は
前
掲
判
例
④
ｂ
、
⑧
に
み
ら
れ
る
も
の
と
し
て
さ
き
に
も
触
れ
た
よ
う
に
、
国
の
財
産
の
社
会
保
障
給
付
へ
の
配
分
は
国
民
に
優
先
的
に
な
さ
る
べ
し
と
の
理
論
－
ア
メ
リ
カ
の
特
別
公
共
利
益
理
3１
の脱却を迫るものである。すでに社会保険の領域では内外人平等待遇は、少なくとも形の上では実現されている。残
されているのは最低生活保障Ⅱ生存保障の社会保障における最後のほう塁たる生活保護の領域である。そのなかでも
緊急性を有する緊急医療扶助の適用が喫緊の課題である。
今日、わが国はアメリカとともに経済大国であり、世界から利益を得て経済的に繁栄している。いまや、人権保障
の面でも先がけて世界に貢献すべき義務があることを強く意識しなければならない。
（
１
）
行
裁
集
二
九
巻
三
号
、
四
七
三
頁
以
下
。
（２）くわしくは、芦部信喜『憲法Ⅱ人権Ⅲ」（有斐閣、昭和五九年）六頁以下参照。
（３）宮沢俊義『惣法Ⅱ」（有斐閣、法律学全集、昭和三四）二三六頁、新版（昭和四六年）二四一頁。
（４）この変化については、中村睦男「外国人の生存権・社会保障権の権利主体性」（日本社会保障法学会誌、「社会保障法」第
五号、一九九○年）五七頁以下参照。
（５）小川政亮『家族・国籍・社会保障」（勁草書房、一九六四年）一八九頁以下。
（
６
）
中
村
睦
男
前
掲
論
文
、
六
六
頁
以
下
。
（７）詳細は、高藤『社会保障法の基本原理と柵造」（法政大学出版局、一九九四）二六二頁以下参照。
（８）小山進次郎前掲書、五一頁以下
（
９
）
同
右
、
五
六
頁
（、）最高裁はつぎのように判示している（傍点筆者）。
最高裁はつぎのように判示している（傍点筆者）。
「これ（Ａ規約九条－筆者）は、締約国において、社会保障についての権利が国の社会政策により保護されるに値するもの
であることを確認し、右権利の実現に向けて積極的に社会保障政策を推進すべき政治的貸任を負うことを宣明したもので
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
あって、個人に対し即時に具体的権利を付与すべき》」とを定めたものではない。このことは、同規約二条ｌが締約国におい
3２
外国人に対する生活保護法の適用について
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
て「立法措置その他のすべての適当な方法により｝」の規約において認められる権利の完全な実現を漸進的に達成する」こと
、
、
、
、
、
ｎ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
を求めていることからも明らかである。したがって、同規約は国籍条項を直ちに排斥する趣旨のＪ〈）のとはいえない。」
こ
こ
で
は
Ａ
規
約
九
条
の
社
会
保
障
権
は
漸
進
的
に
達
成
す
れ
ば
よ
い
と
の
条
項
（
同
規
約
二
条
１
）
の
趣
旨
が
そ
の
ま
ま
そ
の
権
利
の
外
国
人
へ
の
平
等
適
用
の
関
係
に
す
り
替
え
ら
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
権
利
の
漸
進
的
達
成
と
、
外
国
人
へ
の
平
等
適
用
の
関
係
と
が
混
同
さ
れ
る
と
い
う
誤
り
が
ま
ず
お
か
さ
れ
て
い
る
。
（ｕ）Ａ規約制定過程において、レバノン、モロッコから、平等原則の即時的適用は行き過ぎであるとの趣旨からの修正案が出
さ
れ
た
が
、
そ
れ
は
憲
章
に
反
し
、
と
く
に
非
独
立
地
域
で
深
刻
な
乱
用
の
恐
れ
あ
り
と
し
て
反
対
さ
れ
、
撤
回
さ
れ
た
（
外
務
省
国
際
連
合
局
社会課『国際人権規約成立の経緯』昭和四三年、二五頁）。そして、その考え方としては、「規約に宣言された権利の実現が
漸
進
的
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
ら
、
こ
れ
ら
の
権
利
の
漸
進
的
実
施
の
過
程
に
お
い
て
い
か
な
る
差
別
も
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
は
同
様に明確でなければならないというのが、その基本的な考え方である。」とされた（同書、同頁）。
（烟）ロ・Ｚ．ご震ニンョロシＳＣＺ田口三シｚ再「○四弓の勾固勺○再白ＺＱＣｚＣ因勾、【〆］》（シ』○団閂ｚ自国罰ｚ鈩曰Ｈｏｚシ㈲国ロー
】ニレｚ罰目○国日の目国、曰困ご冨固ｚヨの葛（こむ】）己・雪・
（⑬）高野『全訂新版国際法概論上』（昭和六二年、弘文堂）三九七頁、宮崎繁樹「法学セミナー昭和五四年五月臨時増刊」五七
頁、芹田健太郎「国際的人権規約の意義とその概要」（法律時報五一巻八号三四頁）、多谷千香子「社会権規約委員会」田口‐
ロ］自困】、亘切ご雷目白ご・：］ロ○・画》）七一頁など。
（
ｕ
）
詳
し
く
は
、
高
藤
前
掲
書
四
六
頁
、
四
八
頁
注
４
参
照
（崎）詳しくは、高藤同右寳三二二頁参照。
（略）○国高曰く囚・高ａｍｏＰｍＢ」の村くげの、の村回且』日ご］、》ｓ酉口の窓酊》患い固』』』団←》＠］のＱ】②盆（巴『』）『詳し
くは、高藤同右書三一一三頁以下参照。
3３
この原則は、原因のいかんを問わず、生活困窮に陥った者に、全額公費で最低生活を保障する伝統的な公的扶助制
度としての生活保護法の根本にかかわる原則である。この法の目的規定たる第一条において、国による国民の「最低
生活の保障」とともにその「自立助長」をも掲げているのであるが、これは公的扶助法の目的規定として、第四条の
補足性の原則とともに当然の規定である。すなわち、公的扶助は、例えば社会保険方式による年金と異なり、極力受
給者の困窮状態からの脱却を図り、給付を終了させることを理想とするからである。この趣旨から、同法はその対象
つぎに副次的問題としての九○年口頭指示について、その根拠とされた理由とともに検討したい。
さきにも述べたように、これは九○年六月施行の出入国管理法の改正によって外国人の在留資格が別表第一と第二
に別けて整理されたのを契機に、五四年通達による準用措置の対象となる外国人の範囲を限定し、ゴドウィンさんの
ような留学生を明確に除外したものである。政府は、それを従来の範囲を確認したにすぎないとするが、法廷での証
言その他の状況からみてそうでないことは明白である。その口頭指示を出した理由として、当時の厚生省担当課長
は、平成六年八月三日の法廷に証人として出廷し、①生活保護法一条において、同法の趣旨目的として自立助長が記
載されているところ、留学生は活動が制限され、その前提を欠くこと。②同法四条の補足性の原則により、受給には
稼働その他あらゆる能力を活用しなければならないとされているところ、留学生はその能力活用が不可能であり、ま
た資産調査、扶養調査も困難であること、③同法二七条、六○条で生活向上のための努力をすべき旨が規定されてい
るが、留学生については、これも事実上できないこと、の三点を指摘した。そこで、以下順次これらを検討する。
るが、留学生については、
二
）
自
立
助
長
の
原
則
四
九
○
年
口
頭
指
示
に
つ
い
て
3４
て
一
公
私
の
ｕ
いつ
助
長
と
い
ふ
に鞆可能性の熊
麺これを外
懸力に制約が
華の保障をな
窕能なかぎり
廟扶助による
副長になるの
外
（二）外
とする「困窮のため最低限度の生活を維持することができない者」（一二条以下）、すなわち、自力で最低生活を確保
することができない状態にある者に対して所得保障たる金銭給付によってまず最低生活を確保し、これとともに、可
能なかぎり自立した生活が確保できるよう援助すること、すなわち自立助長を図ることになるのである。
しかしこの自立助長は、それが可能な者に対してなされるのであって、例えば不治の病に罹患した者、寝たきりと
なった高齢者のように自立不能となった者を適用排除するものではない。むしろそのような自立不能の悲惨な状態に
陥った者を救済することにこそこの種の制度の存在理由があるのである。その意味で、生活保護制度にとって「最低
生活保障」が第一義的原理であるのに対し、「自立助長」は第二義的な原理と位置づけられる。
（１）
この自立助長について、立案当局者はつぎのように述べている。
「公私の扶助を受けず自分の力で社会生活に適応した生活を営むことのできるように助け育てて行くことである。
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
助長という以上そういう内在的可能性を有っている者に対し、その限度において一三口われるものであって、そのような
可能性の態様や程度を考えず、機械的画一的に一つのことを強制するものでないことは申す迄もない。」（傍点筆者）
こ
れ
を
外
国
人
に
つ
い
て
み
れ
ば
、
た
と
え
留
学
生
の
よ
う
な
一
時
的
な
滞
在
者
で
あ
っ
て
も
、
ま
た
在
留
資
格
と
の
関
係
で
活
動
能
力に制約があったとしても、困窮状態にある以上、さきに述べた生存権の人類普遍性にかんがみ、ともかく最低生活
の保障をなすことが同法の第一義的使命である。そのうえで、その外国人の滞在形態その他の客観的状況に応じ、可
能なかぎりで自立が助長されるべきことになる。とくに生死にかかわる病状にあるときはなにをおいても直ちに医療
扶助による緊急医療が提供されるべきである。このような場合、その病気を治癒すること自体がその外国人の自立助
外
国
人
と
補
足
性
の
原
則
である。
3５
（
三
）
生
活
保
謹
法
二
七
条
、
六
○
条
の
問
題
二七条は、保護の実施機関が、生活の維持、向上その他保護の目的達成のために必要な指導又は指示をすることが
で
き
る
と
す
る
（
一
項
）
規
定
で
、
し
か
も
そ
れ
は
必
要
最
小
限
度
に
止
め
ら
れ
る
べ
し
と
さ
れ
（
二
項
）
、
さ
ら
に
そ
れ
は
被
保
護
者
の
意に反してはならない（三項）ものである。この規定の外国人への適用には問題がない。
つ
ぎ
に
六
○
条
は
、
被
保
護
者
は
能
力
に
応
じ
て
勤
労
に
励
み
、
支
出
の
節
約
を
図
り
、
そ
の
他
生
活
の
維
持
、
向
上
に
努
む
く
し
と
の
規
定
で
あ
る
。
財
源
が
全
額
公
費
負
担
で
あ
る
こ
と
か
ら
の
当
然
の
規
定
で
あ
る
。
こ
の
規
定
の
外
国
人
へ
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
自
立
助
長
の
原
則
と
同
様
、
出
入
国
管
理
法
上
の
枠
の
な
か
で
可
能
な
限
度
ま
で
努
め
れ
ば
よ
く
、
ま
た
そ
れ
は
必
要
な
こ
と
と
解
さ
れ
資
産
、
能
力
そ
の
他
の
あ
ら
ゆ
る
も
の
を
活
用
す
る
こ
と
が
受
給
要
件
と
さ
れ
る
原
則
Ⅱ
資
産
、
能
力
活
用
の
原
則
（
四
条
一
項
）
に
代
表
さ
れ
る
補
足
性
の
原
則
は
伝
統
的
公
的
扶
助
の
基
本
原
則
で
あ
る
。
し
か
し
そ
の
具
体
的
適
用
は
、
形
式
的
、
画
一
的
に
な
さ
れ
て
は
制
度
の
命
取
り
に
な
る
こ
と
は
昨
年
（
九
四
年
）
夏
の
埼
玉
県
桶
川
市
の
ク
ー
ラ
ー
事
件
か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
。
そ
の
ケ
ー
ス
が
緊
急
医
療
を
要
す
る
よ
う
な
緊
迫
し
た
状
況
に
あ
る
場
合
は
即
座
に
保
護
措
置
が
と
ら
れ
な
け
れ
ば
被
保
護
者
の
生
命
を
失
わ
せ
る
こ
と
に
も
な
り
か
ね
ず
、
資
産
・
能
力
テ
ス
ト
は
と
く
に
現
実
に
即
し
て
柔
軟
に
な
さ
れ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
外
国
人
の
こ
の
よ
う
な
場
合
のテストのあり方や方法は、過去の実績（九○年口頭指示以前には非定住者（出入国管理法別表第一該当者）にも適用されて
きたことは、本法廷一九九四年八月三日の証人尋問おける原告弁護人からの指摘で明らかである。）、経験からすでに解決され
て
い
る
は
ず
で
あ
る
。
こ
の
点
は
先
進
諸
外
国
で
は
す
で
に
克
服
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
要
は
、
出
入
国
管
理
法
の
追
求
す
る
法
的
価
値
よ
り
も
一
個
の
人
間
の
生
命
を
保
全
す
る
価
値
の
方
が
優
先
さ
せ
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
た
と
え
同
法
上
の
制
約
が
あ
っ
て
も
、
そ
の
制
約
の
枠
内
で
資
産
・
能
力
の
活
用
が
な
さ
れ
れ
ば
よ
い
と
解
さ
れ
る
◎
3６
外国人に対する生活保護法の適用について
以
上
、
九
○
年
口
頭
指
示
が
五
四
年
通
達
に
よ
る
生
活
保
護
の
準
用
の
対
象
と
な
る
外
国
人
の
範
囲
を
限
定
し
た
理
由
と
し
て
あ
げ
ら
れ
た
三
点
に
つ
い
て
検
討
し
た
が
、
い
ず
れ
も
そ
の
限
定
の
正
当
な
理
由
と
は
な
ら
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。
厚
生
省
当
局
の
態
度
は
生
活
保
護
の
外
国
人
へ
の
適
用
範
囲
を
極
力
限
定
し
よ
う
と
す
る
意
図
が
先
に
あ
っ
て
、
そ
れ
を
無
理
に
正
当
化
し
よ
う
と
し
た
と
の
印象が強い。出入国管理法で別表を第一と第二に分けたのは、生活保護の適用範囲限定の目的のためではなかったは
ずであま・生存権の人類普遍性の立場から生活保護法を外国人に適用しようとする場合、その在留資格とは無縁で
ある。
ブ⑨一。（１
）
小
山
進
次
郎
前
掲
書
、
五
四
頁
以
下
。
（
２
）
本
改
正
の
目
的
は
、
従
来
、
一
八
種
類
あ
っ
た
在
留
資
格
を
、
「
我
が
国
社
会
の
国
際
化
及
び
外
国
人
の
入
国
・
在
留
目
的
の
多
様
化
等
に
的
確
に対処するため、その種類及び範囲について全般的な見直し」をおこない、「在留資格を合計二八種類とするとともに、既存
の在留資格についてもその活動範囲を拡大する等の整備を行った」ものである。（「時の法令」一三八三号八頁、法務省入国
管理局・片山義隆氏執筆）
以
下
、
主
要
先
進
国
の
社
会
保
障
法
中
、
わ
が
国
で
生
活
保
護
に
当
た
る
公
的
扶
助
制
度
上
の
、
さ
ら
に
医
療
扶
助
、
と
く
に
緊
急
医
くり返すが、五先
進
諸
外
国
の
立
法
例
一
個
の
人
間
の
生
命
救
済
の
原
理
は
至
高
の
原
理
で
あ
り
、
す
べ
て
に
優
先
さ
せ
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
3７
イギリスの独特の医療制度たる国民健康サービス（ＮＨＳ）が、グレートプリテンに住むすべての通常居住者であ
る移民で医療扶助を要する者には、居住権の有無や、国籍のいかんをとわず、無料で提供される。ここで「通常居住
者」とは、期間の長短を問わず、正規の生活の一部として、定住を目的として家で暮らしている者をいう。二ケ月程
度
で
も
よ
い
が
休
暇
旅
行
者
は
除
外
さ
れ
る
。
通常居住者でない者は費用の負担が求められるが、ＥＵ構成国民のほか、入院しない緊急医療、精神病患者、一定
の
伝
染
病
患
者
は
移
民
と
し
て
の
身
分
と
は
無
関
係
に
無
料
と
さ
れ
る
。
アメリカでわが国の医療扶助に当たるものはメディヶイド（旨国目○鈩已）で、これは子もち家族、老人、視覚障碍
者で、医療を受けるに足りる所得をもたない者に対し、費用償還の形で、医療扶助を州に実施させる制度であるが、
一
九
八
六
年
か
ら
、
在
留
資
格
の
い
か
ん
を
と
わ
ず
、
不
正
規
入
国
者
を
含
め
た
す
べ
て
の
緊
急
医
療
を
要
す
る
外
国
人
に
適
用
さ
れ
る
療扶助を中心に、（１）
（
ａ
）
ア
メ
リ
カ
よ
う
に
な
っ
た
。
（２）
（
ｂ
）
イ
ギ
リ
ス
ている。
（ｄ）
連邦社会扶助法第一二○条一項１文で、ドイツ人以外でドイツに事実上滞在している者には、生活扶助、医療扶
（３）
（
ｃ
）
オ
ラ
ン
ダ
社
会
扶
助
は
、
正
（４）
ドイーツ 正
規
入
国
者
に
は
適
用
さ
れ
、
そ
の
外
国
人
へ
の
適
用
状
況
を
述
べ
る
。
不正規入国者には原則的に適用はないが、緊急性の高いものには適用され
3８
外国人に対する生活保護法の適用について 助、妊産婦扶助、介助扶助が支給される。事実上滞在していればよく、ドイツの通過者、観光のための旅行者でもよ
い。ただし、社会扶助を受給する目的でドイツに入国した者はその請求権を失なう（同文但書）。しかし、その目的を
もつか否かは給付主体側で証明しなければならない。
医療扶助も含んだ社会扶助（し已固、○○息巴固）は、フランスに居住するすべての人に適用されるのが原則で（家族
及び社会扶助法典一一一四条）、国籍要件はない。居住の意味は、ごく一時的な廷哩は除かれ、最小限の継続性（、冨巨烏）
のある滞在が必要である。医療扶助（しＢ因三国ロ。揚げ回）には入院療養扶助（し已回富国白。シ㈲回国○用弓口固因因）
と自宅療養扶助（しＢ国富回白○シ田固四ＤＣ旨○円回）とがあるが、前者は不正規入国者にも適用され、また一般的な
属住期間要件は燕い・ただし、病気治療の目的で入国した者ｌそれを判定するために各県で設定した一定の居住期
間を語できない肴ｌは受給できない・後者は三年間の居住期間を要求する。しかし社会保険たる疾病・出産保険
には入国の正規・不正規を問わず加入できる。
以上にみられるように先進国の社会扶助としての医療についての内外人平等待遇原則の実現は着実に進んでいる。
人道的見地から、とくに緊急医療の提供は一般化している。これをまとめるとつぎのようである。
①先進国になるほど定住外国人と非定住外国人との差別は解消されてきており、緊急医療に関しては、アメリ
カ、ドイツではこの点の無差別化が実現されている。フランスはごく一時的な滞在者や医療受給のための入国者（そ
のテストのために、各囑」とに若干の居住期間を設けている。）を排除している。イギリスでも緊急医療は旅行者その他の
ごく一時的な滞在者には提供されないのが原則であるが、その場合でも、入院を要しないものは無料で受けられる。
（５）
（ｅ）フランス
3９
②いずれの国でも、沿革的には不正規入国者は正規入国者よりも不利に扱ってきたが、現在はアメリカ、オラン
ダ、フランスなど、ほとんどの先進国では、少なくとも緊急医療については両者の区別はなくなっている。入国の正
規、不正規、すなわち出入国管理法の追求する法的観点よりも人道的観点を優先せしめているのであって、不正規入
国者に医療扶助を実施すると不正規入国を容認することになるというわが国政府のとっているような偏狭な了見は見
当
た
ら
な
い
。
（２）□四口ご冨国①訂円切壹属閂ｚ弓勾ｏＤｑｏＢＳｚｐＰＤ切○目曰：］、の国。□河口回、。□シぼ固号の句少呂、：旨○○三三［□ｚごしご自国
固己罰○勺固園Ｚｚｑ（団河口目Ｆレヱ弓厚Ｐｍｍの」》』ｇ』）百・】食社会堤陣研究所「外国人労働者と社会保障」（東京大学出版
会、一九九一年）二○四頁以下、武川正吾助教授執筆分。とくに後者によった。
（３）のＣＱ、］、の８国←］旨昏の］の閂○帛曽ｓ（因の己。Ｈ二・〆。ｇミ。罰伊ＣｏｏｚＣ罰固ｍｍｏ帛忌の皀自面河ＺしａｓヨシＳｍ。‐
○国弓目帛日㈲シ国。□囚ほレニ「：』の。Ｑシ旧の国。□囚日田『ご］・』・少・【。。』］日：）Ｐ自画》広瀬真理子「『移民』の定住
化と社会保障政策ｌオランダにおける最近の動向」海外社会保障情報（社会爆陣研究所）’○六号、四頁以下
（４）主としてドイツ社会編低判例研究会、庄谷怜子他四、「ドイツ連邦共和国における外国人に対する社会扶助」（社会問題研
究、四一一巻一一号）、木下秀雄「外国人と生活保護」（週刊社会保障、平成五年一月一一五日号所収）による。
（５）」・」・ロ巨口の『『○二〆負□『ｏ辱皀の」凹めの目『耳の、Ｃｓこの］』の⑩二・》（石困固○扇□し旧い○国］垣麗）ゴロ・冒切の一切・『ＣＨＣロロの
。》甘崗ＯＢＰごｏｐの←：、。ｇ］のロニの、胃Ｐご巴］』の日切】日ロ］』ぬ腋の（の田自）白の叩巳：烏旨已司。←の。註○口のｏａＰ」の：、
以下）に詳しい。
（２）□四口ごく祠』鼻巴
（１）□しぐ目ＣＯし切目ｚ固餌ほこ○しｍｏｐｓＢ団ｚ弓シＰシ勾弓出口幻。出国Ｆ弓。Ｚ》ニレ□回』，出国ＺＣ固因ｍｏｚ・量目四国
四○国目の。閂缶巨固三ｍシヱロ罰国司ロの因固、惠（の○ご自国国司三国ロ三○田口冒ぐ固困、弓邑勺切国、、后君）わが国の文献
では、堀勝洋「アメリカにおける外国人に対する社会保障制度の適用」（海外社会保障桧咽報（社会保障研究所）一○七号四頁
4０
外国人に対する生活保護法の適用について前の手続き上（
たものである。
判決文は主文ののち、事実及び理由として、第一当事者の求めた裁判、第二事案の概要、第三争点に対する
判断、第四結論、から構成されてＬ記。このうち、本稿のかかわる主文と結論部分のみを以下に掲げる。
の百四己、の円切の口司国ｐｏ巾司（因ＣＲＳ閂ｏｚ５シ□回○○□ぐ固罰自国ご路）勺・函＠の一ｍ・贋冒日日、『ロー」○口の庁で■○片のＲ』Ｃｐｍｏｎ厨］の
画のの」・翅（田切固邑．ご雪）己．］ｓのずい．
（６）（ご巨旬の日①貝ＣＣＳ巴ｏｐｐの一一の⑩ご『。届弓門司。ご・ｏ唇・己・皀
第一第三まで……省略
本件については、一九九二年一一月一四日の提訴以来、神戸大震災をはさんで、神戸地方裁判所第二民事部において
四回におよぶ公判ののち、九五年六月一九日、判決が言い渡された。さきにも述べたとおり、判決は、本案に入る
の手続き上の問題である争点１，２について、いずれも原告の主張をしりぞけ、原告の提訴を不適法として却下し
第
四
結
論
主
文
一本件訴えをいずれも却下する。
二訴訟費用は原告らの負担とする。
事
実
及
び
理
由
六
判決の内容と検討
4１ 
そして、本件訴えは、争点１及び２に対する判断で判示したように、いずれも不適当なものとして却下を免れないから、争点３
な
い
し
５
に
つ
い
て
は
判
断
す
る
ま
で
も
な
い
。
よって、本件訴えをいずれも却下し、訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法七条、民事訴訟法八九条、九三条一項本文を適用し
て、主文のとおり判決する。
な
い
｡ 
ただし、憲法二五条一項は、すべての国民が健康で文化的な最低限度の生活を営み得るように国政を運営すべきことを国の責務
として宣言したにとどまり、直接個々の国民に対して具体的権利を賦与したものではなく、具体的権利としては、恋法の規定の趣
旨を実現するために制定された生活保護法によって、はじめて与えられているというべきである（最高裁昭和三九年行シ第一四号
同四二年五月二四日大法廷判決・民集一二巻五号一○四三頁参照）。そして、生活保護法一条及び二条は、同法による保謹を受ける
ことができる者を「国民」に限っているから、外国人が同法によって具体的権利を享有していると解することはできない。
しかし、これは、現行法上、外国人が同法の定める具体的な権利を享有しているとまでは解することができないというにとどま
り、懸法並びに経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約、市民的及び政治的権利に関する国際規約等の趣旨に鑑み、さら
に、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利が人の生存に直接関係することをも併せ考えると、法律をもって、外国人の生存権
に関する何らかの措置を讃ずることが望ましい。特に、重大な傷病への緊急治療は、生命そのものに対する救済措置であるから、
国籍や在留資格にかかわらず、このことが強く妥当する。
ただし、右のような措圃を識ずるか否か、識ずるとした場合に、当該制度を社会福祉政策全般の中でどのように位圃づけるか、
右位圏づけに関連して、どのような要件の下にどのような制度を準備するか、その費用を国及び地方公共団体又は本人あるいはそ
の他の者がいかなる割合で負担するか等の点は、専ら国の立法政策にかかわる事柄であり、直ちに司法審査の対象となるものでは
憲法第三章の諸規定による基本的人権の保障は、権利の性質上日本国民のみをその対象としていると解されるものを除き、我が
国に在留する外国人に対しても等しく及ぶものである（最高裁昭和五○年行シ第一一一○号同五三年一○月四日大法廷判決・民集三
一一巻七号一二二三頁）。
た
だ
し
、
憲
法
二
五
条
4２ 
ことは、世界社〈
て
に
受
け
止
め
た
い
。
いつ
し
か
し
、
そ
れ
（
に鍬て、さきに述べ」
通い判決結論師
“判例、学説の通》
鐘とく、生存権は剖
澆かしその後の文暉
關保護法によって』
人国
的
な
最
低
限
度
の
」
外
しかし、それゆえにこそ、ここで述べられていることは傍論として看過できないものがある。以下、要点を摘示し
て、さきに述べた理論的観点１１国際規範と生存権の人類普遍性の観点ｌから論じたい．
㈹判決結論部分第一パラグラフにおいて、憲法上の基本的人権の外国人の権利主体性の問題に関しては、現在の
判例、学説の通説である権利性質説がとられている。そして従来の判例、学説のこの点についての通説は、前述のご
とく、生存権は外国人には認めていない。だが、肝心のこの点については、ここではまったくふれられていない。し
かしその後の文脈上、第二パラグラフでは生存権についてのプログラム規定説がとられ、生存権の具体的保障は生活
保護法によって与えられるとしていること、さらに第三パラグラフで、「憲法……の趣旨に鑑み、さらに健康で文化
的な最低限度の生活を営む権利が人の生存に直接関係することを併せ考えると、法律をもって、外国人の生存権に関
する何らかの措置を識ずることが望ましい」としていることからみると、この判決は外国人にわが憲法上の生存権を
右の結論部分のなかでもいわれているように、本判決は却下の判決であって、手続事項たる争点１，２についての
原告の主張を退ける判断のみですむところを、なぜこのような、本案にふれる傍論的部分をおいたのか。しかもここ
で述べられていることは、もし本案部分で判断がなされたならばこのような判決が出されたであろうと思われる内容
のものである。このようにみると、結局は外国人の救済は立法政策の問題で司法判断の問題ではないとしているので
あるから、以下で述べるように司法の責任回避とうつる。したがってこれは原告の心情への配慮からでたものとは解
されないが、たとえば鬮際規範への一定の理解を示し法制上の措霞をとることを促すｌこの発想自体誤りがおかさ
れているのであるがｌなど外国人の生存権保障への熱意を感じさせるものもある．それゆえ、この部分がおかれた
ことは、世界社会における一人の人間の生命に関わる問題をみてみぬふりができなかった裁判官の良心の発露と善意
4３ 
口しかし、同じ第二パラグラフでそれに続けて、生活保護法一、二条が保護の対象者として「国民」と表現して
いることから、外国人は同法上の権利を有しないという。これには正直、目を疑う感がある。かって外国人の憲法上
の基本的人権の享有主体性が論じられたとき、各権利条項中、「国民は……」と規定されている条項（｜｜、一二、一
三、二五、二六、二七条など）は国民のみを対象とし、「何人も。…：」（一六～一八条など）と規定されているものは外国
（２） 
人にも適用されると解する説があった。しかしこのような形式的な説は現在では判例においても学説においても克服
されている。もしこの「国民」の語にこだわるならば、悪法第三章の章名は『「国民」の権利及び義務』となってい
るのであるから、外国人の人権は対象外ということになる。にもかかわらず、さきにみたごとく、マクリーン事件最
高裁判決をはじめ、多くの判決はその「国民」を枠をこえているのである。社会保障法領域では、国民年金法は前述
のように八二年から国籍条件を撤廃して外国人を対象としたが、第一条では「国民生活」の語を用い、第二条では
、
、
「国民年金は、前条の目的を達成するため、国民の老齢、障害、死亡に関して必要な給付を行うものとする」（傍点筆
者）と規定している。さらに、右にみたように本判決が外国人にもその権利を認めた、ほかならぬ生存権条項自体が
「すべて国民は：。…」の表現をとっている。法律における他の箇所の「国民」をすべて外国人も含めた意味にとりな
がら、なぜ、生活保護法においてのみ厳格に解するのか。憲法におけると同じように、日本の法令であるから対象者
を一応「国民」と表現したまでで、そこには厳格に外国人を除外する意味がこめられたものではない。生活保謹法の
（３） 
立
案
当
局
者
も
厳
密
に
は
解
し
て
い
な
い
。
さきにも述べたが、いまや「国民」とは対象を厳格に限定する意味にとるべきでなく、「住民」というほどに読み
認めていると判断される。そうなると、ともかくも本判決は従来の判例の枠を一歩ふみだしたものとして大きく評価
で
き
る
も
の
で
あ
る
。
4４ 
口
本
判
決
結
論
部
分
の
中
で
第
三
パ
ラ
グ
ラ
フ
は
も
っ
と
も
評
価
さ
れ
う
る
部
分
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
外
国
人
に
も
憲
法
の
生
存
権を認めたものと判断される部分があるほか、国際規範たる国際人権規約Ａ、Ｂ両規約を外国人の生存権保障の一つ
の根拠としたことの意義は大きい。この国際規約はいままで政府見解、判例上まったく無視されたものであった。こ
こは、Ａ規約では二条二項（内外人平等待遇の原則）、九条（社会保障権）が、Ｂ規約では二六条（内外人平等待遇の原則）
が
か
か
わ
る
も
の
と
み
ら
れ
る
が
、
前
者
に
つ
い
て
は
前
述
の
塩
見
訴
訟
最
高
裁
判
決
に
現
れ
て
い
る
よ
う
に
、
判
例
は
同
規
約
二
条
一
項を、内外人平等待遇まで含めて規約上の権利の実現は漸進的に達成すればよいかのような誤解をしてきたし、批准
と
と
も
に
即
効
力
を
も
つ
こ
と
が
あ
き
ら
か
で
あ
る
Ｂ
規
約
二
六
条
が
社
会
保
障
権
に
つ
い
て
の
内
外
人
平
等
待
遇
に
か
か
わ
ら
せ
ら
れ
て
た
ば
か
り
で
な
く
、
そ
の
根
拠
と
し
て
示
さ
れ
た
の
は
今
回
が
始
め
て
で
は
な
か
ろ
う
か
。
いつ
ま
た
、
生
存
権
が
「
人
の
生
存
に
直
接
関
係
す
る
こ
と
」
に
着
目
し
て
そ
の
重
要
性
を
認
識
し
、
さ
ら
に
生
命
そ
の
も
の
に
対
す
る
救
に翻済措置としての緊急性をもつ緊急医療は国籍や在留資格を問わないとする見解を．つち出したことも大きく評価され
麺る。とくに緊急医療を不正規入国者にも認めていることは注目に値する。ここでは人権のうちでもとくに人間の生存
“にかかわる生存権の人類普遍性が認められたわけである。
錘このパラグラフで残念なことは、外国人の生存権に関する何らかの措置を識ずることが「望ましい」とし、しかも
露これを受けたそのつぎの第四パラグラフで、その措置を識ずるか否か、その制度の社会福祉政策全般のなかでの位置
廟づけ、費用の負担割合のあり方などは立法政策の問題で、司法審査の対象外としていることである・右にみたように
國本判決が外国人に憲法上の生存権を認め、またそのことが国際条約上の義務であるとの前提に立てば、その実現は
外
「
望
ま
し
い
」
と
い
う
よ
う
な
暖
昧
な
も
の
で
は
な
く
、
必
ず
実
現
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
法
規
範
、
と
く
に
そ
替
えるべきときである。
4５ 
以上にみたように、本判決の結論部分は、過去の判例の枠を一歩踏み出した評価すべきものを含みつつも、他面で
論理矛盾に満ち、やはり傍論は傍論であったか、の印象を受けるのである。
け
のなかでも最高の憲法規範、国際法規範からの要請である。このことがやはり認識されていないのであるが、そのあ
との第四パラグラフでは「望ましい」が立法政策の問題としてもう一段格下げして扱われる。生存権原理、内外人平
等待遇の原理は、もはや政策的配慮の問題ではなく、ストレートに実現されなければならないのである。またどのよ
うな制度を準備するかも立法政策の問題としてなにか別の立法を識ずることを予想しているようであるが、右の両原
理実現については何等特別の立法を要しない。生活保護法なら生活保護法をそのまま適用すればよく、またすべきで
ある。むしろ、内外人平等待遇の規範原理はまさにそのことを要求しているのであって、格別の立法をすることを排
斥する規範原理なのである。そして、そのことは生活保護についていえば、五四年通達以来、準用の形ではあるが実
施してきていることである。憲法規範、内外人平等待遇の規範は、それのより一般的な外国人への適用を迫っている
のである。
（１）この判決文は証人の関係で私が個人的に入手したもので、市販の裁判例集には未掲戟である。
（２）詳しくは太田益男「基本的人権享有の主体ｌ外国人の人権ｌ」別冊ジュリスト四四号八頁以下参照。この説によったとみ
られる判例に、昭和一一一二年六月一九日最高裁大法廷判決（刑集一一巻六号一六六三頁）がある。
（３）小山進次郎、前掲轡五四頁において、「国民」について「国籍法に定められた要件を具備する者である（恵法第一○条）。
併し、賞定制度上日本国民という言葉を必ずしも右の厳格な意義において使用せず、制度の性質上の必要に基づき、朝鮮人
（注胆）を外国人として取り扱う例もあるが、生活保護法においては最も標準的な意義において国民という言葉を使用し、且
4６ 
以
上
を
要
す
る
に
つ
ぎ
の
諸
点
が
確
認
さ
れ
る
。
二
）
生
存
梅
の
人
類
普
遍
性
の
露
職
の
必
要
性
今日のように国際化が進展し、世界は一つの状態、すなわち世界社会が形成された段階においては、基本的人権、
とくに生存権は、もはや一国の枠のなかだけで考えられてはならず、世界人類社会の一メンバーとして、人は世界中
て
の
ど
こ
に
居
よ
う
と
、
ど
こ
に
行
こ
う
と
普
遍
的
に
保
障
さ
れ
る
べ
き
権
利
で
あ
る
。
こ
れ
を
各
国
家
の
側
か
ら
み
れ
ば
、
そ
こ
で
保
陣
いつ
さ
れ
て
い
る
人
権
は
そ
の
国
の
国
民
に
の
み
で
は
な
く
、
そ
の
国
に
居
住
す
る
す
べ
て
の
人
に
保
障
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
あ
に翻る。その理想的状態においてはもはや「国民」とか「国籍」といったかっての国民国家的観念は消滅する。
麺先進主要国はこの動向を受けて、外国人の人権保障を着実に前進せしめている。生存権の発現としての社会保障権
繩を全額公費負担の給付制度（公的扶助）においても外国人に及ぼしている。その外国人の範囲も当初は定住外国人か
錘ら、やがて一時的旅行者も含めた非定住外国人へ、また正規入国者から不正規入国者へと拡大している。この点でわ
イ
ン
シ
ュ
ラ
リ
ズ
ム
宛が国は大きく遅れている。それはわが国民の島国性によると》」ろが大きいと思われる。
廓（｜｜）国民国家的憲法感覚からの脱却の必要性
人国
こ
こ
に
お
い
て
、
生
活
保
護
の
外
国
人
排
除
の
根
底
に
あ
る
旧
来
の
国
民
国
家
的
憲
法
感
覚
か
ら
の
脱
却
が
わ
が
国
の
大
き
な
課
題
と
外
菰
ろ
。
外
国
人
の
生
存
橘
に
つ
い
て
の
わ
が
国
の
通
説
で
あ
る
母
国
主
義
ｌ
外
国
人
の
生
存
権
の
保
障
は
そ
の
母
国
で
あ
る
と
す
る
説
っ
、
そ
の
辺
用
に
お
い
て
も
朝
鮮
人
、
憂
湾
人
等
を
と
く
に
排
除
す
る
取
扱
を
し
て
い
な
い
」
と
解
説
し
て
い
る
。
ま
と
め
4７ 
なお、不正規入国外国人といえども、所得税や消費税などわが国の各種の税を納めていることを付記しておく。
（四）内外人平等待遇の国際規範の遵守
なによりも、わが国も批准している国際人権規約Ａ規約二条二項、Ｂ規約二六条の内外人平等待遇条項が遵守され
なければならない。この点、いままでのわが国の態度はあまりに無神経であった。さきにみたごとく、Ｂ規約はもと
より、Ａ規約の内外人平等待遇条項も即効的であることが、批准以来一○年を経た今日まで完全に無視されてきた。
これは明らかに憲法前文の国際協調主義や同法九八条二項違反の状態である。さらに、前述のように両条項とも外国
人の在留資格による差別を許さない。したがって在留資格によって適用範囲を限定した九○年口頭通知は、この国際
規範への積極的な背反行為とみられ、許されるものではない。
（五）自立助長の原則等生活保護法上の諸原則について
耐
え
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。
ｌはできるたけ速やかに廃棄されなければ癒らない．具体的にはわが国も外国人の生存権の権利主体性を認め、た
だちに生活保護法の適用を原則的にすべての外国人に拡大すべきである。
（三）特別公共利益理輪の克服の必要性
右の母国主義を支える、かってアメリカで存在した特別公共利益理論がわが国の判例においても現れているが、こ
れはアメリカではすでに二○数年前に最高裁によって克服されている。わが国もすでにアメリカと並ぶ経済大国であ
り、人権保障の面でも世界をリードすべき立場であることを強く意識しなければならない。それはわが国が世界から
利益を得て経済的繁栄をなしていることの世界への還元の意味も含まれる。それをなさないかぎり、わが国は世界か
ら非難され、憎悪の的となる国への運命を辿るであろう。若干の経費の負担はあるが、わが国の経済力はそれに十分
4８ 
外国人に対する生活保護法の適用について
自立助長の原則は、なんら外国人の適用排除の理由にはならない。資産、能力テストも技術的な問題であり、なん
らかの妥当な方法が模索されるべきであるし、過去にその実績・経験があるはずである。現にほかならぬ神戸市がゴ
ドウイン氏に準用措置を実施している。
要するに、生活保護法の準用対象外国人を出入国管理法別表第二に限定した九○年口頭指示の理由として厚生省当
局者があげた諸点はすべて理由がない。
（
六
）
す
べ
て
の
外
国
人
へ
の
生
活
保
護
法
の
適
用
を
以上の諸点の最終結論として、在留資格や入国の正規、不正規のいかんを問わず、先進各国を範として、すべての
外国人を生活保護法の正規の対象者として、「準用」ではなく「適用」すべきときである。そのためには、すでに憲
法や国民年金法でなされているように、生活保護法上「国民」とあるのを「住民」あるいは「居住者」というほどに
読み替えれば足りるのである。
4９ 
